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面にもよく出会う。これは、直島（2018）が、
そもそも「インクルーシブ教育」の文言事
態の捉え方が曖昧で、研究者や教員等に
よって異なっており、一致した見解がない
と述べていることとも重なる。
　このような状況は、何も我が国だけのこ
とではない。斉藤（2017）は、諸外国それ
ぞれで捉え方や状況が違い、世界共通のイ
ンクルーシブ教育が存在しているわけでは
ないと指摘している。
　眞城（2021）は、インクルージョンには
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１　問題と目的
　我が国の学校教育において、インクルー
シブ教育ということばが聴かれるように
なってきた。それは、例えば「インクルー
シブ教育システム」であったり「インクルー
シブ教育」であったりと、その表現は一定
ではない。単に特別支援教育の実践をイン
クルーシブ教育と置き換えているだけのこ
ともある。また、同じ用語を使用している
といっても、その語り手が具体的にイメー
ジしている状況は必ずしも同じではない場
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界大会」である。この世界大会において、
サラマンカ宣言が採択された。これにより、
通常の教育と特殊教育の国際的な在り方と
してのインクルーシブ教育が明示されたの
である。是永（2021）はUNESCOのサラ
マンカ宣言では「特別な教育的ニーズ」と
いう用語が使用されていることを指摘して
いる。特別な教育的ニーズとは、障害児や
ギフテッドや２Ｅ、言語的・民族的・文化
的マイナリティの子どもやその他社会的不
利な立場にある子どもなど、障害のみにと
らわれないものである。
　その後、2001年には世界保健機構から国
際生活機能分類（ICF）のモデルが提唱さ
れた。これは、障害を「生活機能モデル」
で捉えていくものである。障害を単に心身
機能や身体構造だけで捉えるのではなく、

「生活機能」とそれに影響を与える「健康
状態」と「背景因子」との関係性で捉えて
いくのである。これは、障害を周囲との関
係で捉えるという「社会モデル」の提案で
あり、インクルーシブ教育を進めていくこ
ととも強い関連のある概念が示されたと考
えられるだろう。そして2006年に、国連に
よって障害者の権利に関する条約が採択さ
れ2008年に発効された。その中でも第24条
では、特に教育について示されている。そ
の一部を抜粋して表１に示す。
　ちなみに、表１で述べられている合理的

全世界で統一された制度的定義が存在しな
いこと、それを正確に言えば、統一した定
義をすることができないと述べている。そ
の理由として、各国や地域の教育制度の状
況が大きく異なっているからだと指摘している。
　このような状況の中で、我が国は、どの
ような方向性を見いだし、いかなるインク
ルーシブ教育のかたちを構想していくこと
ができるのだろうか。先述の指摘から考え
ると世界共通のTHEインクルーシブ教育

（川合，2016）を見つけて迫ろうとするの
ではなく、我が国の文化、社会的状況等を
鑑みた「日本型インクルーシブ教育」を見
いだし、その構築に向けて進んでいくこと
になるのだと考えられる。そこで本稿では、
インクルーシブ教育の国際的な動向を概観
するとともに、我が国におけるインクルー
シブ教育のこれまでの考え方を整理する。
それらを踏まえて、現在取り組まれている
インクルーシブ教育の現状を整理すること
で、日本型インクルーシブ教育の構築に向
けて今後検討すべき論点を抽出することを
目的とする。

２　インクルーシブ教育の世界の流れ
　インクルーシブ教育の流れに強い影響を
与えたのが、1994年にスペインのサラマン
カでユネスコとスペイン教育科学省の共催
で開催された「特別ニーズ教育に関する世

表１　障害者の権利に関する条約第24条第２項

「障害者が、障害を理由に、教育制度一般から排除されないことや、無償のかつ義務的な初等、
中等教育から排除されないこと」

「障害者が、自己の生活する地域において、他の者と平等に包括され無償の初等及び中等教
育の機会を提供されること」

「必要な合理的配慮が提供されること」

表２　障害者の権利に関する条約第２条

第２条：合理的配慮とは、他者との平等を基盤として、障害者がすべての人権及び基本的
自由を享有・行使するために、必要かつ適切な変更及び調整であり、特定の場合において
必要とされるものであって、均衡を失した又は過度の負担を課さないものをいう。



3

はインクルーシブ教育の萌芽と呼べるもの
は存在していなかったのだろうか。
３　インクルーシブ教育の日本の流れ
（１）分離・共生の対立構造
　伊藤（2019）は、我が国において、通常
学級での教育を前提として捉える「共生共
学派」と子どもの特別な教育的ニーズに応
答するためには通常学級とは異なる場での
教育を容認する「分離肯定派」それぞれに
おいて研究が蓄積されてきたことを指摘し
ている。しかし、その蓄積は「分離肯定派」
のものが多く、それは子どもの障害は子ど
も自身に起因するという医療モデルがされ
てきたことが要因であると考えられた。そ
の後堀（1997）の研究をきっかけに「共生
共学派」からの研究知見も蓄積され始めた
と述べている。このようにそれぞれが研究
知見を積み重ねる中で伊藤（2019）は、「共
生共学派」と「分離肯定派」それぞれが、
インクルーシブ教育の実現に向けた論理を
有していると指摘している。前者は、通常
の学級への就学が子どもの学習権であり、
後者は、子どもの特別な教育的ニーズに応
答することが学習権の保障であるとするの
である。そして、それぞれがその学習権こ
そ、インクルーシブ教育で目指されるべき
ものであると主張されてきたのである。
　このような状況の中、我が国は特別支援
教育の時代へと進んでいった。
（２）特別支援教育以降の流れ
　2007年の学校教育法の一部改正によっ
て、特別支援教育が法制化され、本格的に
実施されることとなった。その後2009年に
内閣府へ障害者制度改革推進会議が設置さ
れた。翌2010年、「障がい者制度改革推進
のための基本的な方向について（閣議決
定）」が発表された。これにより我が国は、
先述した国連の障害者権利条約の批准に向
けて、国内法を整備する方向に進み始めた
と言えるだろう。翌2011年には障害者基本

配慮とは、同条約第２条によって表２のよ
うに定義されている。
　そして、2015年には、国連総会で「持続
可能な開発目標（SDGs）」が採択された。
その中の目標４では2030年までに、障害の
ある人、先住民、脆弱な状況にある子ども
たちを含む、脆弱な人々に対する教育にお
けるジェンダー格差を排除し、すべてのレ
ベルの教育と職業訓練への平等なアクセス
を確保することや子ども、障害者、ジェン
ダーに配慮した教育施設を構築、改善し、
すべてのレベルの教育と職業訓練への平等
なアクセスを確保することが示されてい
る。また、目標８では2030年までに、青少
年や障害者を含むすべての男女の、完全か
つ生産的な雇用とディーセントワーク、同
一労働同一賃金を達成するとされている。
　このように、インクルーシブ教育は世界
的な流れの中で推進されていると言える
が、その具体的な展開は、各国の事情に即
して様々である。是永（2021）は、キッピ
スらのインクルーシブ教育の解釈の類型化
を紹介して３つのタイプを示している。そ
れによると第１のタイプはインクルーシブ
教育をみんなのための教育の基本的な最低
基準を確保することおよび人種、宗教、性
別または障害などの区分により個人の差異
が分類されない異質の学習者層を扱うこと
によって特徴付けられる総括的な取組とし
ている。第２のタイプはインクルーシブ教
育を万人向けとしながらも、実際には特定
グループにとくに焦点を当てた概念として
構成するものである。第３のタイプはイン
クルーシブ教育を主に障害のある人を対象
とした概念として広く理解する傾向にある。
　以上、インクルーシブ教育を推進するこ
とに影響したと考えられる世界的な動きを
概観した。その影響を受けた我が国ではど
のような動きがあったのであろうか。いや、
そもそもその影響を受ける以前に我が国に
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の中央教育審議会・初等中等教育分科会特
別支援教育の在り方に関する特別委員会

「共生社会の形成に向けたインクルーシブ
教育構築のための特別支援教育の推進（報
告）」によって述べられたものである。
　これは、障害のある児童生徒に対して、
可能な限り同じ場で共に学ぶことを追求す
るとともに、その時点で教育的ニーズに最
も的確にこたえる指導を提供できる多様で
柔軟な仕組みの整備を行うことが求められ
るものである。そして、そのために図１に
示した通常の学級、通級による指導、特別
支援学級、特別支援学校等の連続性のある
多様な学びの場を用意し、その充実を図る

法が改正された。その改正では、合理的配
慮の概念を規定している。そして2012年に
は、中央教育審議会・初等中等教育分科会
特別支援教育の在り方に関する特別委員会

「共生社会の形成に向けたインクルーシブ
教育構築のための特別支援教育の推進（報
告）」が示されたのである。ここでは、教
育現場における合理的配慮の提供について
も丁寧に言及されている。
　つまり、我が国は障害者の権利に関する
条約を批准する方向に向けて国内法の整備
を確実に行ったと言える。その批准のため
には、教育におけるインクルーシブ教育の
推進が不可欠であり、具体的には合理的配
慮の概念を浸透できるような取組を進める
ことが重要であったと考えられる。2014年
に、我が国は障害者の権利に関する条約に
批准する。そして2016年には、障害を理由
とする差別の解消の推進に関する法律（障
害者差別解消法）が施行され、重要な法整
備は確実に進んできたのである。ここまで
の動きを表３に示す。
（３）インクルーシブ教育システム
　インクルーシブ教育システムとは2012年

表３　インクルーシブ教育の進行

1994年　スペインのサラマンカでユネスコとスペイン教育科学省の共催で開催された「特　　　　
　　　　別ニーズ教育に関する世界大会」。サラマンカ宣言が採択される。
2001年　世界保健機構から国際生活機能分類（ICF）のモデルを提唱
2006年　国連によって障害者の権利に関する条約を採択
2007年　学校教育法の一部改正によって特別支援教育を法制化
2010年　「障がい者制度改革推進のための基本的な方向について（閣議決定）」
2011年　障害者基本法を改正
2012年　中央教育審議会・初等中等教育分科会特別支援教育の在り方に関する
　　　　特別委員会「共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育構築のための特別支援　　　　　　
　　　　教育の推進（報告）」
2014年　我が国は障害者の権利に関する条約に批准
2015年　国連総会で「持続可能な開発目標（SDGs）」を採択
2016年　障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（障害者差別解消法）を施行

図１　連続性のある多様な学びの場
文部科学省（2012）「共生社会の形成にむけた」インクルー
シブ教育システム構築のための特別支援教育の推進（報
告）」参考資料４
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ぞれの学びの場における教育課程はどのよ
うになっているのだろうか。多様な学びの
場の教育課程は表４のように整理できる。
　我が国の小・中学校の通常の学級におい
ては、教育課程は単一であり、各学年の児
童生徒が履修する目標及び内容を変化させ
ることはできない。これにより、通常の学
級では児童生徒の実態に関わらず、扱われ
る教育の目標や内容は同一となる。従って、
通常の学級においては、その教育課程を変
えず、指導法の工夫等を最大限度行うこと
によってその学習活動にできるだけ参加で
きること、学べることに取り組むことにな
る。これはアコモデーションと呼ばれるも
のであり、現在、特別な支援や合理的配慮
として取り組まれている内容と重なるもの
である。
　なお、我が国では、特別支援教育は小・
中学校等の通常の学級における発達障害と
言われる児童生徒への教育的ニーズに対応
するといったイメージが強くなっている感
じがあるが、実際には、発達に障害のある
児童生徒だけを対象とはしていない。例え
ば、2015年に文部科学省が「性同一性障害
に係る児童生徒に対するきめ細かな対応の

ことが重要である。
　このインクルーシブ教育システムは、制
度的に特に新しいものではない。従来の特
別支援教育の制度を整理したものといった
印象である。先述したように、インクルー
シブ教育の形態は世界各国で異なってい
る。我が国においては、現在このような形
態を取っており「日本型インクルーシブ教
育」といった呼ばれ方をするときもある
　上記のように、インクルーシブ教育シス
テムは、障害のある児童生徒に対して、可
能な限り同じ場で共に学ぶことを追求する
とともに、その時点で教育的ニーズに最も
的確にこたえる指導を提供できる多様で柔
軟な仕組みを指す。そこでは、連続性のあ
る多様な学びの場の充実が重要だとされて
いる。学校教育法施行令の改正などにより、
就学のシステムを改正して、学びの場を児
童生徒が選択できるように取り組まれてい
るのが現状である。それぞれの学びの場は
連続しており、実態に応じて学びの場を選
択したり変えたりできるとされているので
ある。このように、インクルーシブ教育シ
ステムを進めるための論点は多岐にわたる
が、その中に教育課程の問題がある。それ

表４　多様な学びの場における教育課程編成の違い

　●特別支援学校
　　　視覚障害、聴覚障害、肢体不自由、病弱・身体虚弱
                                ・・通常の教育課程に準じる＋自立活動
　　　知的障害・・知的障害のある児童生徒の各教科＋自立活動
　　　※訪問教育・・重複障害者等の取扱いに従った教育課程編成
　●特別支援学級
　　　特別の教育課程・・特別支援学校の教育課程を参考にするなど
　●通常の学級
　　　通常の教育課程
　●通級による指導（通常の学級に在籍する児童生徒に対する特別の教育課程編成）
　　　通常の教育課程＋自立活動（特に必要な時は障害の状態に応じて
　　　　　　　　　　　各教科の内容を取り扱いながら行うことができる）
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特別支援教育の延長上にあるインクルーシ
ブ教育システムに限定しないからである。
（１）関西圏の実践
　我が国のインクルーシブ教育を概観する
にあたり、関西圏の実践を抜きには語れな
い。原田ら（2018）は、関西圏、とりわけ
大阪が人権・同和教育が積極的に取り組ま
れてきた地域であり、「原学級保障」と呼
ばれる統合教育の実践に取り組んできたこ
となど、インクルーシブな教育風土を強く
もった地域であることを指摘している。「原
学級保障」とは、特別支援学級担任は、支
援担当として通常学級に入り込み、在籍児
童生徒を中心に他の児童生徒と合わせて支
援することにより、特別支援学級の児童生
徒が通常の学級で共に学ぶシステムであ
る。これに特別な法的裏付けがあるわけで
はなく、あくまで現行制度の柔軟な運用で
あるとされている（原田ら，2018）。
　原田ら（2018）は５人の共同研究により、
関西圏の６校で実施したフィールドワーク
の結果を報告している。そして、その結果
から得られた知見を以下のようにまとめて
いる。第一に、現行制度の間隙をぬって多
様なインクルーシブ教育実践が生み出され
ていたことである。研究対象のうちの４校
では、全ての子どもを通常学級で学ばせる
実践が取り組まれていたこと、あるいは他
の１校では敷地内に設置された特別支援学
校と一部の授業を共有していたことが示さ
れた。第二に、各校では「気になる子」「支
援の子」などのカテゴリーを独自に作り出
し、障害のあるこどもだけではなく、社会・
経済的あるいは家庭環境的な困難を背景に
持つ様々なニーズのある子どもを特別支援
教育の枠組みの中で捉えようとしていたこ
とである。第三に「集団か個か」を巡る葛
藤が顕在化していたことである。敢えて差
異を教室内に持ち込み、葛藤を顕在化させ
ることが肝要である点が指摘され、更にこ

実施等について（通知）」が発出されてい
ることも忘れることはできない。また2016
年に文部科学省が「医療的ケア児の支援に
関する保健、医療、福祉、教育等の連携の
一層の推進について（通知）」が発出され
ていることも重要である。文部科学省は、
広い視野からの通知を発出することで、イ
ンクルーシブ教育システムの推進を図るた
めの取組を明確にしようとしていると考え
られるのである。
　なお原田（2015）は、我が国が障害者権
利条約の批准に向けて、その整合性を図る
一方、従来の特別支援教育の枠組みも堅持
しなければならないというジレンマに直面
したこと、そこで “general education sys-
tem” の解釈に当たり、「教育制度一般」
つまり特別支援学校も含まれるものとした
と述べている。そしてこのことによって、
日本のインクルーシブ教育は特別支援教育
とインクルーシブ教育という異なる指向性
を持つ２つの教育システムを巧妙に接合す
ることができたと指摘しているのである。
この指摘は、この後概観する日本の取組と
そこから得られる知見とも大きく重なって
いくのである。
　以上、我が国における文部科学省が推進
を図る特別支援教育の延長上にあるインク
ルーシブ教育システムの考え方とその経緯
を概観した。しかし、我が国におけるイン
クルーシブ教育の取組は概観してきたイン
クルーシブ教育システムだけではない。そ
こで、インクルーシブ教育システムに限定
せず、我が国におけるインクルーシブ教育
の取組を整理してみたい。

４　日本型インクルーシブ教育の構築に向けて
　ここでは、我が国におけるインクルーシ
ブ教育の取組をいくつか取り上げ、その内
容や蓄積された知見を整理する。本研究が
対象とする日本型インクルーシブ教育は、
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る。その結果、「共に学ぶ」実践では「支
援の子」であってもその教育において優先
的に責任を持つべきなのは支援担ではなく
て原学級担任であるということや、支援担
は障害児につきっきりになってはいけない
という「共に学ぶ」実践の原則の存在を明
らかにしている。同時に、若手教員が「共
に学ぶ」を実践してきた教員たちとの日常
的な相互行為を通して実践的な水準で「共
に学ぶ」教育の原則を継承しているものの、
それが「当たり前」や「雰囲気」をそのま
ま受け入れて既に存在する「基盤」に乗る
ことで「共に学ぶ」教育の原則を素通りす
る可能性もあると指摘している。また、同
じ取組を事例的に扱った佐藤（2018）の研
究を基に、その論文では描かれていなかっ
た具体的な実践の背景について佐藤へのイ
ンタビューを行い明らかにした星島（2021）
の研究では、具体的な６つの背景要因を指
摘している。その６つとは、家族の積極性、
入学前の点字習得、通常学級担任と支援担
任との水平的なコミュニケーション関係

（佐藤，2018）、周囲の子どもとのインフォー
マルな関わり、学校の設置自治体からの具
体的な支援、これまでの取組によって培わ
れた地域性である。
　野口（2020）は関西圏の小学校である大
阪市立大空小学校を研究事例として詳細な
検討を行っている。大空小学校の事例をフ
ル・インクルーシブ教育すなわち全ての児
童の教育を通常学級で行うものとして位置
付け、そのフル・インクルーシブ教育の困
難性を克服するためのポイントを指摘して
いる。例えば障害の捉え方を「個人モデル」
でその責任を子ども個人に帰属させず、学
校がこの子が学ぶことができる環境をつく
ることに転換することが指摘されているの
である。また、フル・インクルーシブ教育
実現の理念に基づいた重層的な構造の構築
を目指し、通常学校改革をどのように進め

の葛藤はポジティブに捉えられるべきある
と示された。これらの知見は報告者も述べ
るように、関西圏の実践を代表しているも
のであるかどうかは不明である。この研究
において取り上げられた６校が、関西圏を
代表する学校ではないからである。６校は、
インクルーシブ教育という視点で報告者ら
が注目した学校であり、この６校以外で必
ずしもインクルーシブ教育実践が行われて
いるかどうかははっきりしない。しかし、
少なくとも６校において、注目に値するイ
ンクルーシブ教育実践が行われていたこと
の貴重な報告であることは間違いない。
　佐藤（2017）は同じく関西圏のある小学
校における全盲の児童と直接的に関わって
きた教員の学校における日常活動を多面
的・網羅的に検討している。この、直接的
に担当した教員は、制度上は視覚障害特別
支援学級担任であったと考えられるが、通
常学級において加配教員の役割を担い対象
児童の学習を支援していた。本研究は、そ
の教員の語りを半構造化面接法によって収
集し、分析したものである。その結果、詳
細な語りの分析によって明らかにされた当
該教員の活動は、対象児童と児童を取り巻
く人々の双方に働きかけ、両者を媒介し結
びつけていくようなものであった。更に具
体的に言えば、当該児童へのケア責任を周
囲の教師達と分有し、教育責任を原学級担
任と共有し、交友関係を手引きを通じて拡
大し、通学を見守る仕組みを構築すること
であったと指摘している。
　久保田（2018）は関西圏のある小学校に
おいて、全盲の児童と知的障害があり脳性
まひで車イスで学校生活を送る児童の周囲
との相互作用について行ったフィールド
ワークの様子を報告している。本研究は
フィールドワークにおける参与観察の様子
の記録と、教員や保護者へのインタビュー
内容をデータとして分析されたものであ
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対立するはずであるが、「UD教育＝特別支
援教育」に近いかたちで捉えられているの
は、実践レベルでの方法ばかりが伝えられ、
UD教育の定義が明確でないことが１つの
理由として考えられることを指摘してい
る。田上・猪狩（2017）も、片岡（2015）
の論を支持し、個のニーズに応じた追加的
な支援の必要性は、普遍化されたユニバー
サルデザイン教育で解消されない点に留意
すべきであると述べている。また、特別な
教育的ニーズとは固定的なものではなく、
環境因子との関係で変化する相対的なもの
であり、その時代の「通常」との相対的な
関係によって「特別」は変化するとしてい
る。このように考えれば、我が国の学校現
場における「通常」を改善していくという
視点でUD教育の可能性を追求すべきだと
指摘している。
　また菊池（2020）は日本の授業UDは学
習指導要領によって定められた教育課程の
中で最大限にアコモデーションすることを
目指した取組であり、モディフィケーショ
ンすなわち授業の内容や目標を子どもに
よって変更できないこと、それは我が国の
通常学級の教育課程そのもに対する自由度
の違いから方向付けられていることを指摘して
いる。
　このように概観すると、まずは特別支援
教育と授業のUDの関係性について整理
し、学校現場で共有を図ることが重要にな
ると考えられる。その上で、授業のUDの
背景にある我が国の通常の教育の在り方と
インクルーシブ教育の関係性について言及
していく課題が見えてくるのである。
　青山（2016）は特別支援教育の弱点とし
て「つなぐ・つながる」という視点の弱さ
を指摘した。この視点からの特別支援教育
の取組は、制度上では交流及び共同学習し
かなく、明らかにこの視点が軽視されてい
ることに言及している。その上で、小学校・

るかが鍵となることも指摘されている。
　このように、我が国における関西圏のイ
ンクルーシブ教育実践の蓄積とその知見に
は重要な蓄積がある。これらをどのように
踏まえて「日本型インクルーシブ教育」を
構築していくのかが問われているのである。

（２）特別支援教育とインクルーシブ教育
  先述したように、我が国では特別支援教
育の推進からインクルーシブ教育システム
へと展開してきた。それを具体的に示した
2012年の中央教育審議会・初等中等教育分
科会特別支援教育の在り方に関する特別委
員会「共生社会の形成に向けたインクルー
シブ教育構築のための特別支援教育の推進

（報告）」では、障害のある児童生徒に対し
て、可能な限り同じ場で共に学ぶことを追
求するとともに、その時点で教育的ニーズ
に最も的確にこたえる指導を提供できる多
様で柔軟な仕組みの整備を行うことは既に
示した通りである。このための具体的な方
法論として授業のユニバーサルデザインが
注目されている。日本授業UD学会（2020）
は、授業UDの定義を、特別な支援が必要
な子を含めて、通常学級の全員の子が、楽
しく学び合い「わかる・できる」ことを目
指す授業デザインとしている。
　菊池（2020）は授業UDで頻繁に用いら
れる手立てとして「視覚化・共有化・焦点
化」があることを示した上で、これらの手
立てを講じたとしても知的発達に遅れのあ
る子どもやその他身体障害を持つ児童生徒
の困難が全て解決するはずはないことを指
摘し、授業UDが全ての児童生徒が通常の
学級で学ぶことを前提にしておらず、授業
UDはフル・インクルージョンのための仕
組みとして機能するわけではないと述べて
いる。片岡（2015）も、UD教育と特別支
援教育は、万人向けのデザインに対して個
別化したデザインということで概念的にも
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革やGIGAスクール構想を強力に推進する
とともに、新学習指導要領を着実に実施す
ることや、学校における授業の中で「個別
最適な学び」と「協働的な学び」を一体的
に充実することの重要性が示されている。
この答申で示されている「個別最適な学び」
とは何を指すのだろうか。同答申では、こ
れからの学校教育においては、子供が 
ICTも活用し自ら学習を調整しながら学ん
でいくことができるよう、「個に応じた指
導」を充実することが必要であると述べら
れている。ここで言う「個に応じた指導」
を同答申の説明によってより具体的に示す
と以下のようになる。全ての子供に基礎的・
基本的な知識・技能を確実に習得させ、思
考力・判断力・表現力等や、自ら学習を調
整しながら粘り強く学習に取り組む態度等
を育成するためには、教師が支援の必要な
子供により重点的な指導を行うことなどで
効果的な指導を実現することや、子供一人
一人の特性や学習進度、学習到達度等に応
じ、指導方法・教材や学習時間等の柔軟な
提供・設定を行うことなどが必要であり、
これを「指導の個別化」という。
　また、基礎的・基本的な知識・技能等や、
言語能力、情報活用能力、問題発見・解決
能力等の学習の基盤となる資質・能力等を
土台として、幼児期からの様々な場を通じ
ての体験活動から得た子供の興味・関心・
キャリア形成の方向性等に応じ、探究にお
いて課題の設定、情報の収集、整理・分析、
まとめ・表現を行う等、教師が子供一人一
人に応じた学習活動や学習課題に取り組む
機会を提供することで、子供自身が学習が
最適となるよう調整することが必要であ
り、これを「学習の個性化」という。
　更に、同答申では、以上の「指導の個別
化」と「学習の個性化」を教師視点から整
理した概念が「個に応じた指導」であり、
この「個に応じた指導」を学習者視点から

中学校における交流及び共同学習は、通常
の学級の学級経営に大きく影響を受けるも
のであり、本来、交流及び共同学習は、通
常の学級の学級経営の中で検討されるべき
ものであることを指摘している（青山，
2020）。
　しかし、この「つなぐ・つながる」とい
う視点には注意が必要である。赤木（2021）
は日本的インクルーシブ教育は「同じ・つ
ながり」を求める程度が高く、障害のある
子もない子も、できるかぎり皆と同じこと
をする教育であり、障害のある子とない子
が一緒に遊ぶ・学ぶというつながりを求め
る教育であると述べている。一方、赤木が
実際に留学し研究者としてかつ保護者とし
てかかわったアメリカのシラキュース的イ
ンクルーシブ教育では、個々の違いを認め
つつ、つながりを過度に求めないものであ
り、カリキュラム的にも違いを前提とした
ものになっているが、つながりは敢えて求
めないものであったと述べている。赤木の
指摘は重要であるが、「つながる」とは具
体的に何を意味するのかがやや曖昧でもあ
り、このまま対比的にとらえることはでき
ない。しかし、青山（2016）が内面のつな
がりや関係性を指した「つながり」を想定
していることとも絡め、「つながり」の意
味を検討していく必要性が明らかになった
と言えるだろう。

（３）令和の日本型学校教育とインクルー
シブ教育

　令和３年１月26日にとりまとめられた中
央教育審議会の「令和の日本型学校教育」
の構築を目指して～全ての子供たちの可能
性を引き出す、個別最適な学びと、協働的
な学びの実現～（答申）では、「令和の日
本型学校教育」の実現に向けて、これまで
の日本型学校教育の良さを受け継ぎなが
ら、更に発展させ、学校における働き方改
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られる。中川（2021）は「ブロックアワー」
は基礎的な学びを個々が自立的に学ぶ時間
であり、学習指導要領に準拠した課題を示
された子ども達自身が、それらをどのよう
に学ぶかを選択したり決定したりしている
と述べている。これにより、その子の発達
段階にあった学びの内容と学び方で進めて
いくことが可能になり、「個別最適な学び」
の実現につながっていくとしている。これ
は、まさに「指導の個別化」と関連するこ
とであると言えるだろう。またイエナプラ
ンのハートと言われる「ワールドオリエン
テーション」がある。中川（2019）による
と、「ワールドオリエンテーション」は、
子どもの内発的な問いからスタートし、教
科横断的に探究を進める学習であり、ホン
モノから学ぶことが重視され、基礎的に学
んだことが活かされる場であるとされてい
る。その目的は「誰かと共に生きることを
学ぶ」ことであり、まさに「学習の個性化」
と「協働的な学び」に大きく関わることで
あると考えられる。涌井（2015）は、イエ
ナプランは対話（サークル）、遊び、学習（仕
事）、催しを通して生きることを学ぶとい
うことを基本とし、経験による学習の深化
を重視しており、日本の生活や経験を重視
した知的障害教育における生活単元学習
と、とても類似していると述べている。特
別の教育課程を編成することによって行わ
れる日本の知的障害児教育の学習形態や理
念とイエナプランの類似は指摘のとおりで
ある。それが、両者の教育課程の違いによっ
て具体的にどのように機能しているかどう
かの検討が今後の課題になると考えられる。　
②多様性に応じる教育
　多様な子ども達に対応できる教育を考え
る際に、人間それぞれが持つ力にはそれぞ
れ違いがあり、それぞれの強みを活かすこ
とを大切にすることが考えられる。その際
に多重性知能の考え方を活用した取組がな

整理した概念が「個別最適な学び」である
と定義している。
　また、「個別最適な学び」が孤立した学
びにならないように従来の「日本型学校教
育」において重視されてきた、探究的な学
習や体験活動などを通じ、子供同士で、あ
るいは地域の方々をはじめ多様な他者と協
働しながら、あらゆる他者を価値のある存
在として尊重し、様々な社会的な変化を乗
り越え、持続可能な社会の創り手となるこ
とができるよう、必要な資質・能力を育成
する「協働的な学び」を充実することも重
要であるとされている。
　このように「令和の日本型学校教育」の
実現に向けて示された中央教育審議会答申
を見ると、本稿においてここまで取り上げ
てきた我が国のインクルーシブ教育に関連
する取組とそこで指摘されたいくつかの視
点との重なりがある。例えば、通常教育の
在り方の検討、個と集団の葛藤、個の特別
な教育的ニーズの扱い、つながりの意味等
の視点が、この中央教育審議会答申すなわ
ち「個別最適な学び」や「協働的な学び」
と重なっていると考えられるのである。そ
こで、この答申の整理と重ねるかたちで、
我が国における取組を整理することで、令
和型日本の学校教育がインクルーシブ教育
の推進と重なっていく可能性につなげたい。
①イエナプラン
　近年、我が国で注目を集めているイエナ
プランは、ドイツのイエナ大学で教育学者
ペーター・ペーターセンの考えを実践して
始まったものである。2019年4月から長野
県佐久穂町に日本で初めてのイエナプラン
スクール大日向小学校が開校し、2022年4
月には広島県福山市の常石小学校で公立小
学校初のイエナプラン校による教育が始ま
る予定とされている。イエナプラン校にお
ける学習の特徴として「ブロックアワー」
と「ワールドオリエンテーション」があげ
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めていくのではないか。特別支援教育の文
脈での取組が通常の教育すなわち令和の日
本型学校教育の文脈に取り込まれる可能性
が生じてきたと考えられる。

５　考察
　本稿では、インクルーシブ教育の国際的
な動向を概観するとともに、我が国におけ
るインクルーシブ教育のこれまでの考え方
を整理した。そして、それらを踏まえて、
現在取り組まれているインクルーシブ教育
の現状を整理した。ここではそれを踏まえ
て、日本型インクルーシブ教育の構築に向
けて今後検討すべき論点を抽出していきたい。

（１）通常の教育との「融合」
　本稿で示してきたように、日本のインク
ルーシブ教育は、障害児教育や特別支援教
育の流れから取り組まれてきていると言え
る。その流れは現在も変わってはいない。
もちろん、授業のUDによる取組など、個
と集団の両面へのアプローチに視点が向き
始めているものの、それらとインクルーシ
ブ教育との関係が整理されているとは言い
がたい。そこで原田（2015）の指摘のよう
に、特別支援教育とインクルーシブ教育の
指向性の違いが整理されないまま、インク
ルーシブ教育ということばだけが一人歩き
して混乱しているのが現状であろう。
　インクルーシブ教育が、本来、全ての子
どもにとっての学びを保障すると共に、多
様な子ども達と「共に学ぶ」ことや「つな
がる」ことを指向するならば、その取組が
障害児教育や特別支援教育の文脈からだけ
論じられたり取り組まれたりすることには
ならない。そのためには、通常の教育と言
われている側から取り組まれること、すな
わち特別支援教育と通常の教育の「融合」
が必要になる。そのように考えると、中央
教育審議会の「令和の日本型学校教育」の

されている。多重性知能とはアメリカの教
育学者ハワード・ガードナー博士が提唱し
たものである。ハワード・ガードナーは多
重性知能には「言語的知能」、「論理数学的
知能」、「空間的知能」、「身体運動的知能」、

「音楽的知能」、「対人的知能」、「内省的知
能」、「博物的知能」の８つがあると述べて
いる（Gardner, 1999）。この考え方を分か
りやすいかたちに整理したのがトーマス・
アームストロングの８つの力をピザの絵で
表すというアイディアである（Armstrong, 
T，2000）。さらにそれを涌井（2012）が
マルチピザの図として示している。
　それを基に、通常学級において、多様な
子ども達の得意な部分を活かした授業や学
習の取組がなされてきた。田中（2019）は
漢字の学習にマルチピザの考え方を取り入
れ、多重性知能の８つの力を使って漢字を
覚える方法を子ども達と共に考える実践を
行っている。そこでは「語呂合わせをする」

「パーツに分けて足し算にする」「友だちと
問題を出し合う」「自分でテストをしてみ
る」など、たくさんの覚え方が出て来たこ
とが報告されている。この取組は、まさに

「個別最適な教育」の中でも「指導の個別化」
に大きく関わることであると考えられる。
　板垣（2020）は英語はディスレクシアが
現れやすいため、そこにユニバーサルデザ
インの考え方を取り入れることが必要であ
ると述べている。その指導例としてマルチ
メディアデイジー教科書やデジタル教科書
の活用、多感覚を使ったアルファベット練
習の重要性を示している。これらもまさに

「指導の個別化」に関わることであると考えら
れる。
　このように、特別支援教育において取り
組まれている数多くの研究実践、例えば海
津（2021）が開発した多層指導モデルＭＩ
Ｍなど、エビデンスを示した取組が「指導
の個別化」の考え方の中で、今後注目を集
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かし、これらの取組について、明確になっ
ていることや不明確なことはどのように整
理されているのだろうか。
　佐藤（2018）は、今後の研究として、障
害児と健常児との間に生起する日常的な相
互作用・コミュニケーションに照準した経
験的研究を指摘し、学校世界を舞台に、障
害児を巻き込みながら展開する日々の相互
行為とそれにかかわる技法や手続きを丁寧
に記述・分析していくことが必要であると
述べている。加えて、学校の内外で展開す
る重層的な日常実践や共同性のあり方に焦
点化し、障害のある子どもの日常を支える
多様なアクターたちによる学習や生活支援
のダイナミズムを分析・記述するすること
も重要な探求トピックだと主張している。
これは重要な指摘である。「共生教学派」
や「分離肯定派」（伊藤，2019）それぞれ
の理念に基づいた研究の蓄積を更に進める
ための詳細な事実の記述に基づいた研究が
必要だと考えられるのである。青山・岩瀬

（2019）は、岩瀬の通常の学級における実
践を振り返って協働してインクルーシブ教
育の文脈で丁寧に読み解こうと試みた。こ
ういった細かな実践の記述に支えられた研
究を重ねることで、具体的にそこで何が起
きているのかを明らかにすることが必要な
のである。また伊藤（2019）は特別な教育
的ニーズを有する子どもと周囲の子ども達
の関係性が卒業後どのように変化するの
か、しないのかといった長期的な研究から、
機能的にインクルーシブ教育のアウトカム
を検討していくこと、そのためにいかなる
支援が必要なのかという教育技術論的研究
やその支援を提供することに伴う差異のジ
レンマをどのように受け止めていくのかと
いった研究の必要性を述べている。伊藤の
指摘通り、特別支援教育でなされている技
術論的研究がインクルーシブ教育の文脈で
どのように検討されているかなど、今後の

構築を目指して～全ての子供たちの可能性
を引き出す、個別最適な学びと、協働的な
学びの実現～（答申）」は日本のインクルー
シブ教育を進めるにあたり重要な意味を有
している。この答申で示されている「個別
最適な学び」や「協働的な学び」で述べら
れていることは、本稿で概観、整理してき
たインクルーシブ教育として重要だと考え
られる視点と重なっているからである。し
かし、この答申の構成を見ると、特別支援
教育や外国人児童生徒等は別の章立てと
なっている。しかし、これらを別枠で考え
ることなく「融合」した状態で進んでいく
よう、つまり、通常の教育の文脈でインク
ルーシブ教育を検討して発信していくこと
が重要になる。日本型インクルーシブ教育
の構築に向けて「令和の日本型学校教育」
と重ね合わせながらの議論と取組が必要な
のである。　
（２）他国の取組知見を活用
　上記の取組を進めるためには、他国の取
組知見を活用することが必要である。本稿
でも、オランダのイエナプランを取り入れ
た日本で唯一のイエナプラン校である大日
向小学校を例に挙げたように、他国の取組
や考え方がインクルーシブ教育を指向して
いたり、結果的にインクルーシブ教育と親
和性が高かったりすることが考えられるか
らである。この他にも、ロンドン・ニュー
アム区の小学校におけるインクルーシブ教
育実践の丁寧な報告（原田・濱元，2017： 
濱元，2019）などから得られた知見を日本
の実情と重ね合わせて取り組んでいく姿勢
が求められる。
（３）更なる研究の方向性
　本稿では、具体的な日本における取組と
して、関西圏での実践や授業のUD、イエ
ナプラン校や多重性知能の考え方を取り入
れた取組などを取り上げると共に、他国の
取組を活かす必要性について指摘した。し
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よるインクルージョンの試みとして—,
京都造形芸術大学紀要23号．85-96．原
田琢也（2015）日本のインクルーシブ教
育システムは包括的か？−サラマンカ宣
言との比較を通して−．The Japan As-
sociation of Legal Political Scienes， 73-
85．

原田琢也・濱元伸彦（2017）ロンドン・ニュー
アム区の学校のインクルーシブ教育実践

（Ⅱ）−個のニーズへの対応と集団の包
摂の両方を目指して−．金城学院大学論
集社会科学編14（1）．1-23．

星島知佳（2021）日本におけるフルインク
ルーシブ教育の可能性〜全盲の児童の実
践を例に〜．ノートルダム清心女子大学
人間生活学部児童学科卒業論文（未刊行）

堀正嗣（1997）新装版障害児教育のパラダ
イム転換．明石書店.

板垣静香（2020）英語教育におけるユニバー
サルデザイン．国際学研究．177-183．

伊藤駿（2019）インクルーシブ教育研究の
論点整理−インクルーシブ教育の４つの
様子に基づいて−．教育文化学年報（14）
22-31．

海津亜希子（2021）多層指導MIM，国立
特別支援教育総合研究所HP，http://
forum.nise.go.jp/mim/index.php?page_
id=（2021年9月15日閲覧）

片岡美華（2015）ユニバーサルデザイン教
育と特別支援教育の関係性についての一
考察．鹿児島大学教育学部研究紀要．教
育科学編．66．21-32．

川合紀宗（2016）インクルージョン・イン
クルーシブ教育に対する提言．青山新吾
他．インクルーシブ教育ってどんな教
育？．学事出版．104-118.

菊池哲平（2020）インクルーシブ教育シス
テムにおける授業のユニバーサルデザイ
ン化の意義に関する理論的検討．熊本大
学教育学部紀要．69．47-56.

研究として取り組むべき課題は多いと考え
られる。
　インクルーシブ教育は様々な要素が複合
的に織りなす重層的な取組である。日本型
インクルーシブ教育の構築を目指し今後検
討すべき論点として、通常の教育との「融
合」や通常の教育の改革を基盤とした取組、
これまでの日本における取組の中で何が起
きているのかを明らかにする具体的な検討
そして他国の取組をこれらの論点と重ね合
わせて検討することを抽出した。これらの
論点について、これからの研究を進めてい
くことが課題である。
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